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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社である福井コンピュータシステム株式会社

を吸収合併することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 なお、本合併は、当社の完全子会社を対象とする簡易合併・略式合併であることから、開示事項・内

容を一部省略して開示しております。 

記

１．合併の目的 

 福井コンピュータシステム株式会社（以下「ＦＳ」と表記）は、建築用パッケージソフトの開発・

販売・サポート事業を展開しておりますが、当社グループの事業の集約によるガバナンス、内部統制

の強化及び管理コストの削減を目的に、当社との合併を行い、当社グループとしての経営資源の再構

築及び有効活用を図ることといたしました。 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

取締役会決議日（当社、ＦＳ） 2026年５月８日 

合併契約締結日 2026年５月８日 

合併の効力発生日  2026年10月１日（予定） 

※本合併は、当社においては会社法第796条第２項の規定に基づく簡易合併、ＦＳにおいては会

社法第784条第１項の規定に基づく略式合併であるため、いずれも合併契約承認に関する株主総

会は開催いたしません。

（２）合併方式 

当社を存続会社とし、ＦＳを消滅会社とする吸収合併です。 

（３）合併に係る割当ての内容 

ＦＳは当社の完全子会社であるため、本合併による株式及び金銭等の割当てはありません。 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 



３．本合併の当事会社の概要（2025年３月31日現在） 

 存続会社 消滅会社 

（1）名称  福井コンピュータホールディングス

株式会社 

福井コンピュータシステム株式会社 

（2）所在地  福井市高木中央一丁目２５０１番地 福井市高木中央一丁目２５０１番地 

（3）代表者の役職･氏名  代表取締役ＣＥＯ  佐藤 浩一 代表取締役  松井 保 

（4）事業内容  ソフトウェアの開発・販売、アプリ

ケーションの開発・販売等を行うグ

ループ会社の運営管理及びそれに付

帯する業務 

ソフトウェアの開発・販売・サポート

事業 

（5）資本金   1,631百万円  50百万円 

（6）設立年月日   1979年12月17日  1976年３月26日 

（7）発行済株式数   20,700,000株   50,000株 

（8）決算期   ３月31日  ３月31日 

（9）大株主及び持株比率 

  (2025年３月31日現在) 

 

 

 

 

㈱ダイテックホールディング    

47.14％ 

日本マスタートラスト信託銀行㈱  

（信託口）               9.06％ 

STATE STREET BANK AND TRUST 

COMPANY 505001          6.35％ 

光通信㈱                 4.57％ 

㈱日本カストディ銀行（信託口）  

2.64％ 

STATE STREET BANK AND TRUST 

COMPANY 505044          2.08％ 

野村信託銀行㈱（投信口） 1.94％ 

福井コンピュータホールディングス㈱  
100％ 

 

（10）直前事業年度の財政状態および経営成績 

決算期 2025年３月期（連結） 2025年３月期（単体） 

純資産額 27,102百万円 169百万円 

総資産額 33,044百万円 207百万円 

１株当たり純資産額 1,310.85円 3,391.98円 

売上高 14,717百万円  71百万円 

営業利益 6,085百万円  8百万円 

経常利益 6,211百万円  10百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 

4,189百万円 8百万円 

１株当たり当期純利益 202.65円  163.20円 

 

  



４．合併後の状況 

 本合併により、当社の名称、本店所在地、代表者役職・氏名、事業内容、資本金、決算期の変更は

ありません。 

 合併により承継したＦＳの事業については、2026年10月１日をもって当社の完全子会社である福井

コンピュータスマート株式会社に譲渡いたします。なお、当該事業譲渡は、会社法第467条第１項に

定められた事業譲渡に該当せず、また東京証券取引所の有価証券上場規程施行規則第401条第１項第

２号に定められた軽微基準に該当するものとなります。 

 

５．業績に与える影響 

 本合併は、当社の連結子会社との合併であることから、2027年３月期連結業績への影響は軽微であ

ります。 

 

以 上 

 

 

（参考）2027年３月期連結業績予想 

（単位：百万円） 

 
連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

2027年３月期 

業績予想 
16,643 6,895 7,095 4,539 

 


